
１．はじめに

ビジネスと人権について，国際社会で新しい動
きが進んでいる。その基礎には，2011年に国連人
権理事会が全会一致で推奨した，「ビジネスと人
権に関する指導原則」（国連指導原則）と，その
前提となった「『保護・尊重・救済』：ビジネス
と人権のための枠組み」（〈枠組み〉）がある。こ
れらの文書は，ビジネスと人権に関する国連事務
総長特別代表を務めたジョン・ラギー（ハーバー
ド行政大学院教授）によって提供された。この国
連指導原則と〈枠組み〉の考え方は，その中で特
徴をなす「人権を尊重する企業の責任」や「人権
デュー・デリジェンス」の考え方とともに，各方
面において取り込まれ始めている。国連やOECD
をはじめとする国際機関，企業の域外活動や投資
を規制する各国の国内法，そして個別の企業やビ
ジネス団体のCSRの指針，あるいは国際人権
NGOなどの市民社会組織がビジネス活動を評価
する基準として，国連指導原則や〈枠組み〉を用
いるようになっている。

しかし，ビジネスと人権，あるいは企業と人権
という課題は，決して新しい問題ではない。ビジ
ネス活動を行う過程で，企業が労働者や社会に対
して及ぼす有害な影響については，さまざまな取
り組みがこれまでにも存在した。各国の国内法に
は，会社の設立や運営から始まり，労働者の採用
や処遇，消費者保護や環境保護のための政策など，
ビジネス活動を規制するための多方面の法規制が
ある。市民社会は，実際にビジネス活動によって

引き起こされた被害について，被害の救済や防止
を求めるためのキャンペーンや訴訟活動を展開し
てきた。企業の側も，複雑な法規制に対応するた
めに法令遵守（コンプライアンス）の体制を確立
し，21世紀に入ってからは「企業の社会的責任」

（CSR：Corporate Social Responsibility）という
考え方の上に，ビジネス活動に対する社会的な理
解を促進する活動を始めるようになった。

国際社会においても，特に国境を越えて活動す
る超国家企業（Transnational Corporations）あ
るいは多国籍企業（Multinational Corporations）
の活動がもたらす人権や環境に対する有害な影響
への取り組みが存在した。1970年代に国連で開始
された多国籍企業の行動綱領案の検討にはじま
り，特に人権の分野については，さまざまな人権
条約機関や国連の人権を扱う機関が，ビジネス活
動を国際的に規制する方法を検討してきた。

それにもかかわらず，そうした試みは，なぜう
まく行かなかったのか。国連指導原則と〈枠組み〉
はどのような経緯で必要とされたのか。そして，
国連指導原則と〈枠組み〉とはどのようなものな
のか，とくにビジネス活動を統制することを意図
する強制的な国際条約や自発的なCSRと何が違う
のか。そして，ビジネスと人権に対する国家と企
業の役割をどのように区別すべきなのか。そうし
た問いに対する筆者なりの解釈を試みるのが本稿
の目的である。
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２．ビジネスと人権：何が問題となって
きたのか

【ビジネス活動のグローバル化と象徴的なケース】
ビジネス活動は，1990年代以降，ますますグロ

ーバル化するようになったと言われる。資源や安
価な労働力，あるいは資本や市場を求めて，企業
はさまざまな形態での国境を越えたネットワーク
を作り出している。そのことによって，ビジネス
が影響を与える人権への有害な影響もまた，グロ
ーバルなものとなってきている。そのような状況
を概観するために，ラギーがその著書で触れた４
つの象徴的なケースを紹介する。

第１は，競技用シューズとスポーツウェアの高
級ブランドであるナイキ社のケースである。ナイ
キ社は，1990年代までに海外委託生産によってア
ジア地域に24,000名を越える従業員を擁し，600
万足を越える靴を供給していたが，インドネシア，
パキスタン，ベトナムなどの委託先工場で，低賃
金と劣悪な労働条件，さらには児童労働や有害な
化学物質を含有する接着剤の使用がなされている
ことが報道された。そのことに対し，米国内で労
働組合，学生，消費者を中心に世界的なキャンペ
ーンが開始され，ナイキ社の評判と株価が下落し
続けた。当初ナイキ社は，海外の委託先工場は何
らの資本関係もない仕入れ先に過ぎないとして責
任を逃れようとした。しかし，社会を納得させる
ことはできず，委託先工場を含めたビジネスの改
善に取り組まざるを得なくなった。今日では一般
的となったグローバル・サプライチェーンをめぐ
る，初期の問題である。このことは，委託先の工
場が現地の法令に従っていたとしても，あるいは
法人格がまったく異なる取引先が発生させた問題
であっても，企業は社会的な非難から免れること
ができなくなっていることを示している。

第２は，1984年にインドのボパールで発生した
史上最大の産業災害事故である。除草剤工場で有
毒ガスが流出し，施設近くのスラムを中心に，数
千単位で即死者，その後の死者，障害を持つ人々，
そして障害を持つ子どもの出生などが続いた。こ

の事件は，その後インド政府の介入による賠償措
置があったが，現在にいたるまで終結していない。
この工場を操業していたのは，世界的な化学企業
であるユニオン・カーバイド社（UC社）が50％
の資本を持つ，現地合弁企業であった。そのため
被害者の委任を受けた米国の弁護士らやインド政
府が，145件を越える訴訟を米国の裁判所に提起
した。しかし，米国の裁判所は，「不適地訴訟」
の法理（事件を審理するのに米国の裁判所は適切
な裁判地ではない）によって訴えを退けた。そし
て，インドと米国にまたがって長年にわたり事件
をめぐる論争が続くこととなった。このことは，
国境を越えた親会社と子会社の責任問題を提起す
ることとなった。そしてひとたび重大な事故や事
件が発生すれば，企業は，長年にわたる対応のみ
ならず，関係国家の外交問題を含めた紛争に巻き
込まれていくことを示している。

第３は，ロイヤルダッチシェル社（シェル社）
のナイジェリアでの石油採掘事業をめぐる事件で
ある。シェル社は，1970年代からナイジェリア政
府との合弁事業により，50万人の住民の部族地域
であるオゴニランドで石油採掘を行っていた。し
かし，その合弁事業は，地域に深刻な環境汚染を
もたらして地域の農漁業に危機をもたらし，それ
に抵抗する地域住民と，抵抗運動を抑圧しようと
する政府との間で対立が激化していった。シェル
社は，地域住民の施設に投資して緊張を緩和する
試みを行ったが，政府の腐敗と弾圧のもとで紛争
は暴力的なものとなり，1995年までには約2000の
人々が殺害された。また，住民側の指導者らが特
別軍事法廷で有罪とされ，死刑を執行された。シ
ェル社は，民間企業が政府の行うことには干渉で
きないと弁解した。しかしシェル社に対する国際
的批判が高まり，同社は結局，オゴニランドでの
操業を断念しただけでなく，米国などで死刑執行
された指導者の遺族などから提起された複数の民
事訴訟に直面することとなった。このケースは，
企業が操業する場合には受入国の法的認可のみな
らず，地域社会の社会的認可の必要とされること
を示している。そしてひとたび，現地政府など企
業にとって第三者となる勢力が，重大な人権侵害
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を発生させた場合に，共犯関係（complicity）の
責任を問われることになる。企業にとっては，そ
のような共犯関係という社会的そして法的な非難
を，どのようにしたら回避することができるのか
という問題を提起する。

第４は，中国でのインターネット検閲に協力し
たヤフーのケースである。2004年に民主化に関わ
るジャーナリストが，天安門事件15周年をめぐる
政府のメディア対策に関する機密文書の要約を含
む記事を，ペンネームでニューヨークの出版社な
どにEメールで送信した。中国当局は，そのジャ
ーナリストのアカウント情報の提出をヤフーに求
め，ヤフーはそれに従った。結果として，そのジ
ャーナリストは，逮捕されて，翌年，国家機密漏
洩によって10年の懲役刑を宣告された。このヤフ
ーの対応に対しては，米国その他で，議会も巻き
込んだ激しい批判が展開されることになった。ヤ
フー側は，中国でビジネスをするためには従わざ
るを得ないと弁明したが，受け入れられなかった。
結果としてヤフーは，ジャーナリストの家族との
和解，「ヤフー人権基金」の設立，表現の自由や
プライバシーを守るための業界団体の設立などの
行動を取ることとなった。このケースは，ビジネ
スが影響を与える人権の種類がますます多種多様
となっていることを示している。同時に，受入国
の国内法が企業の原籍国の法感情あるいは国際人
権基準と矛盾するような場合に，企業が直面する
ジレンマを示している。

【ガバナンス・ギャップ】
こうしたビジネスのグローバルな活動がもたら

す問題の原因は明らかだった。それは，それは多
国籍企業の活動範囲と力が，従来の公共的なガバ
ナンス・システムが規制できる範囲を超えて拡大
していること，言いかえれば，企業はますますグ
ローバルに活動しているにもかかわらず，そのグ
ローバルな活動を実効的に規制していく制度が存
在しないということである。ラギーは，こうした
状況をガバナンス・ギャップとして，ビジネスと
人権の中心的な問題と捉えた。

ビジネスや市場は，雇用創出や資源配分のため

の効率的な手段である。ビジネスや市場が発展し
ていくことは，経済成長をもたらし，貧困を減ら
し，法の支配の必要性を高め，それによって社会
において尊重される人権の水準を高めていくとい
う効果を持っている。他方で，ビジネスや市場が
そのように機能していくためには，副作用として
生み出される有害な影響に対処し，あるいはビジ
ネスや市場が提供できない公共財が，社会の中で
提供される必要がある。そのような公共財や，ビ
ジネスや市場がよって立つべき法や制度を提供す
るのは，通常は国家である。

しかしながら国家は，通常はその領域の中にお
いて，法や制度を提供するに過ぎない。企業が関
わる労働者の権利やその他の人権について，確立
してきた法や制度が存在していても，自国の企業
がひとたび国外で操業すれば，そのような法や制
度の網からは逃れてしまうことになる。あるいは，
自国の企業と取引を行う国外の企業がどのような
活動を国外で行ったとしても，自国の法や制度を
域外に適用しようとするインセンティブは，通常
は存在しない。逆に，一国の国内的な理由によっ
て，国家が自国の法や制度を域外での企業活動に
も適用し，他国における企業活動を規制しようと
すれば，そのような域外適用は，他国の主権を侵
害するものだとして国家間の緊張関係を生み出す
ことになる。

もちろん，そのような国家の限界に対応する制
度として国際法があり，特に人権については，各
種の人権をそれぞれの国家で保障させるための国
際人権条約がある。国際人権条約に加盟すること
によって，国家は，国際的に共通の人権基準を実
施することを法的に義務づけられる。しかし，そ
うした国際人権条約が存在しても，ガバナンス・
ギャップは解消するわけではない。第一に，国際
人権条約は，その他の国際法と同じように，国家
を義務の主体とする法であって，企業などの民間
の主体を直接に拘束するわけではない。条約が保
障する人権の実施は，国家がその領域内や管轄権
を及ぼす範囲で，法や政策を実施することによっ
てしか実現されない。簡単に言えば，人権につい
て企業活動を直接に規制する国際法は存在しな
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い。第二に，国際法や国際人権条約は，国家がそ
れに加盟し，かつ実際に条約上の義務を実施する
ことによってはじめて目的が実現する。しかし，
ビジネス活動をめぐる人権侵害が多発し，被害に
対して十分に救済がなされていないのは，そもそ
も国際人権条約に加盟していない国々，あるいは
国内の統治に問題を抱えた国々である。そうした
国々において，国際法や国際人権条約が実効的に
適用されることは，期待できない状況にある。第
三に，国際人権条約のもとでの人権保障を，加盟
国が域外に向けて実施することも容易ではない。
もちろん，国際人権条約は，加盟国が自国の人権
保障の政策を域外にも適用しようとすることを禁
止しているわけではない。しかし，条約の履行を
監視する条約機関は，条約上の義務と加盟国の域
外の人権との関係については，それを明確には示
していない。そのため，仮に国際人権条約を理由
に自国の政策を域外に適用しようとする加盟国が
あったとしても，それは加盟国ごとにバラバラの
政策となり，また，前述した他国の主権をめぐる
問題は解決されないままとなる。

結局のところ，ビジネス活動のグローバル化と
いう事実が先行する中で，ビジネス活動のもたら
す弊害に対処し，ひいてはビジネス活動を持続可
能なものとするための社会のガバナンスが追いつ
いていないというガバナンス・ギャップが問題の
背景にある。

３．なぜ国連指導原則が必要とされたのか

【ビジネスと人権をめぐる閉塞状況：〈規範〉の
挫折】

グローバルなビジネス活動と人権，その背景に
あるガバナンス・ギャップに国際社会が取り組む
ための方法として，国連の場において二つの方向
性が存在していた。

一つは，企業が社会に対する責任を負っている
ことを前提に，企業の自発的なイニチアティブと
して基本的な政策を推進させるという方向であ
る。国連が2000年から開始した「グローバル・コ
ンパクト」は，その中心に存在する。「グローバ

ル・コンパクト」は，人権，労働，環境，反腐敗
に関する10項目の原則を設定して企業や非企業団
体の自発的な参加を求め，そのような自発的なイ
ニシアティブをビジネス社会に広げることによっ
て，ビジネス活動がもたらす可能性のある人権問
題を解決しようとするものである。「グローバ
ル・コンパクト」は，その後，他の国際機関，国
際・国内の企業団体，そして個別の企業で取り組
まれている。

しかし，このような自発的なイニチアティブに
対しては，特に市民社会から強い批判が存在した。
自発的なイニチアティブは，CSRの政策を行うか
どうか，行うとしても何をどの程度に行うかは，
企業の自発性に委ねられている。つまり強制力が
ない。強制力がなければ，結局は利潤を優先させ
る企業によって，人権侵害は続いていく。そのた
め，自発的なイニチアティブに代わるものとして，
あるいはそれを確実なものとするために，国際社
会が直接にビジネス活動を規制するという強制的
アプローチの必要性が主張された。具体的には，
条約などの国際法によって企業に人権保障のため
の義務を課すという方向性である。

このような強制的アプローチの試みとして，国
連の人権小委員会が2003年に提出した「人権に関
する超国家企業その他のビジネス活動の責任に関
する規範」（〈規範〉）という文書があった。国連
には，経済社会理事会のもとに，選ばれた国家の
代表からなる人権委員会があった。その人権委員
会のもとにはさらに，下部機関として専門家から
構成された人権小委員会（人権の促進及び保護に
関する小委員会）が存在していた。人権委員会は，
国連改革のもとで2005年に，国連総会のもとに新
しく設置された人権理事会として改組されて，な
くなった。それに伴って，人権小委員会もなくな
っている。人権小委員会は，多国籍企業と人権の
課題について一定の規範を作り出す作業に1990年
代から取り組んできたが，その成果として2003年
に前述の〈規範〉を採択して，人権委委員会に送
付した。
〈規範〉の特徴は，第一に，「超国家企業その他

のビジネス活動は，…人権について，促進し，充
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足を保証し，尊重し，その尊重を確保し，保護す
る義務を有する」（１条）としていた。このこと
は，従来の人権に関する国家の国際法上の義務に
加えて，企業に対しても直接に，人権保障につい
ての国際法上の義務を認めようとするものであっ
た。第二に，〈規範〉は，そのような企業の義務
をすべての場合に認めるのではなく，「それぞれ
の活動と影響力を及ぼす範囲において」という限
定を付していた。さらに第三に，〈規範〉は，企
業に義務を課す対象となる人権や問題として，非
差別待遇，身体の安全，労働者の権利，消費者保
護，環境保護といった事項を掲げていた。しかし，
それ以外の人権については明言していなかった。

この〈規範〉は，多国籍企業による人権侵害に
取り組むNGOや市民社会からは，国際法上の画期
的な文書であるとして強い支持を受けた。反面で，
ビジネス社会は，企業に対して直接の国際法上の
義務を課すという考え方に強く反発し，先進国政
府も〈規範〉に対して慎重な立場をとることにな
った。結局，人権小委員会の上部機関である人権
委員会は，翌2004年の会合で，この〈規範〉を受
け入れることはしなかった。加えて人権委員会は，
この文書は人権委員会の求めで作成されたもので
はなく，何らの法的地位はないとの決定を行って，
事実上，〈規範〉を無視することになった。

こうした経緯の中で，ビジネスと人権をめぐっ
ては，直接の規制を求めるNGOや市民社会と，
そのような強制的な規制を拒否するビジネス社会
とが，非和解的な対立に陥っていた。

【強制的なアプローチの問題点】
強制的なアプローチは，細かく言えば，通常の

条約と同じように国家に対してその領域・管轄内
にあるビジネス活動を規制する義務を課すという
もの（間接的規制）と，企業に対し条約などの国
際法が直接に人権に関する義務を課すというもの

（直接的規制）が考えられる。前述した〈規範〉
は，国家に対して義務を課すという間接的規制と
同時に，企業に対して一定の権利に一定の範囲で
直接の義務を課すという直接的規制を意図して
いた。

国家を通じての間接的規制という方法は，すで
に多くの人権条約において実施されつつあるもの
であり，その点では実現のための問題点は少ない。
しかし，これまでの人権条約に加えて，ビジネス
と人権のためにどのような権利を対象とすべきか
について，国際的な合意はいまだ存在していると
は言えない。〈規範〉は，非差別待遇，身体の安
全，労働者の権利，消費者保護，環境保護などを
挙げていたが，実際にはビジネスと人権をめぐっ
ては，市民的自由，住居・健康・文化などの社会
権，あるいは先住民族の権利など多様な権利が問
題となっている。ビジネスと人権についてどのよ
うな権利をどの程度保護するのかについて国際社
会に合意の基盤が存在しなければ，合意が可能な
条約は，公約数としての限定的で低い基準しか持
たない条約となってしまう可能性がある。それは，
すでに存在する人権条約のメカニズムにとって有
害な影響をもたらすことになる。さらにそうした
基準が合意できたとして，その履行をどのように
確保するのかという問題がある。現在の人権条約
に設けられているような定期報告制度を用いると
しても，その条約に加入した国家は自国に関係す
るビジネスに関する報告の負担に耐えられるの
か，そして条約機関は包括的な人権に関わるビジ
ネス活動の審査を処理できるのか。そうした問題
が仮に解決しても，そうした条約を批准しない国
家の領域内での企業の行動は，規制されないまま
に残ってしまう可能性がある。

企業に対する国際法による直接の規制を目指す
場合には，国際法や企業に関わる法をめぐって，
原理的な問題点が加わっていく。伝統的に国際法
上の義務の主体とされてきた国家に加えて，民間
の企業に対してどのように直接の義務を及ぼすの
か。本来公共政策の実施を目的とする国家の義務
との関係で，営利を目的とする企業の義務は，ど
のように区別されるのか。公共政策を実施する意
欲や能力を持たない国家の場合，人権の保障を企
業任せにして義務を怠るというモラルハザードは
生じないのか。逆に，国家とは無関係に企業が人
権のための政策を実施することは，国家が資源分
配などの政策実施ために必要とされる正当な裁量
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権を阻害することはないのか。また，企業に直接
に課す義務はどのようにして履行を確保するの
か。国際法廷のような組織を設けて企業を直接に
裁くのか。他方で，企業に，人権をめぐる利害関
係者に対する義務を認める場合，株主の対する受
託者の義務を基礎とする各国の会社法制度を根本
から見直すことになるのではないか。

そうした諸問題を考えれば，強制的なアプロー
チを，諸国家の合意のみならず，ビジネス社会や
市民社会が満足できるような内容の条約で実現す
ることは，不可能ではないにしても膨大な時間を
必要とする。さらに，仮にビジネスと人権に関す
る新しい条約ができたとしても，それが国際社会
の中で実際に機能するためには多くの問題があ
る。例えば，国際法自体が，人権のみならず他の
分野でそれぞれの発展を遂げて，国際法の領域毎
に「国際法の断片化（fragmentation）」や「制度
の衝突（regime collision）」という問題に直面し
ている。ビジネスに関しても，投資，通商，環境
など数多くの種類の分野で国際法が発展し続けて
いるが，そうした各分野の国際法の連携なしには，
ビジネスと人権についてどのような条約ができた
としても，他の国際法上の義務によってその実行
が妨げられてしまう危険性がある。

【自発的アプローチの問題点】
自発的アプローチは，国連グローバル・コンパ

クトや各種のビジネス団体や個別の企業によっ
て，CSRイニシアティブとして推進されるように
なっている。他方で，人権に関する従来のCSRイ
ニシアティブは，その内容においても実施の方法
についても統一的な基準は存在しなかった。例え
ばその内容は，「人権の保護を支持し尊重する」
などの一般的なものであったり，受入国での人権
に関する法令の遵守を謳うものであって，国際人
権基準には関連づけていなかった。また，それぞ
れの企業がどの分野の人権を重視するかは，企業
の原籍国の政治的文化の影響を受けていて，世界
的に一様ではない。そのため，さまざまな国の多
国籍企業の委託生産を受注している受入国企業の
工場では，委託先に応じて同じ工場の異なる労働

者に，異なる基準が適用される可能性もある。ま
た，CSRの実施のためにどのような外部の利害関
係者を関与させているかについても，関与の有無
や関与させる利害関係者（労働組合，NGO，国
際機関など）についても一様ではない。

他方でCSRイニシアティブは，大企業が中心で
数はまだ少ない。また，CSRの中でも人権への有
害な影響のリスクを管理することはまだ重要視さ
れておらず，考慮する人権も一様ではない。さら
には，利害関係者の関与の方法や対外的な説明責
任の枠組みを持っていない，CSR活動全体が企業
の中核的なビジネスの機能には十分組み込まれて
いない，影響を受けた個人や地域社会が利用でき
るような手段を与えていない，などの問題を持っ
ていた。

そして多くの人権団体は，まさにそのようなイ
ニシアティブが自発的なものであって，法的に拘
束されていないがゆえに，懐疑的であり，自発的
イニシアティブは，行動を変えることなく企業が
単にイメージを高めるために利用されていると考
えている。

結局のところ，CSRイニシアティブは，世界中
で統一的に依拠できるような，信頼性のあるガイ
ダンスが欠けていた。

【国連指導原則のアプローチ】
それまでの強制的アプローチと自発的アプロー

チが以上のような問題を抱える中で，ラギーは，
ビジネスと人権に関する規範を，それらとは異な
る観点から作り上げようとした。

つまり，ビジネスと人権の課題について，国家，
ビジネス社会，市民社会が解決に向けて取り組む
ためには，その共通の基盤となるような規範が必
要である。そうした共通の規範の典型的なものは，
すでに検討した条約を含む国際法であるが，新し
い条約を作り出すことは，困難であることに加え
て，その実際的な効果においても少なくない問題
を持っている。逆に，人権条約も，その存在や国
家による批准によって直ちに条約が目的とする効
果がもたらされるわけではなく，実際に意味のあ
る規範となるかどうか，人権状況が改善するかど
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うかは，いくつかの要素に依拠している。それは，
国内政治の民主性，市民社会の制度，政権の世俗
性，法の支配や国内司法制度の機能，開発援助な
どの外部からの動機づけなどである。結局のとこ
ろ人権侵害に対する内外の圧力を，どのように同
じ方向に向けて動員することができるかが鍵とな
る。そうであれば，新しい条約はなくても，内外
の圧力を同じ方向に向けて国家，ビジネス社会，
市民社会を動員できるような規範が存在し，認識
されれば，ビジネスと人権の課題やその背景にあ
るガバナンス・ギャップを克服できるかも知れな
い。そのような状況ができれば，国際法に内在す
る「断片化」や「制度の衝突」という問題を回避
して，実際の世界において複数の規範を連携・調
和させるという作業も可能となる。

そのような考えのもとに，ラギーは，政府と民
間（企業と市民）が，同じ方向に向けてそれぞれ
異なる役割から貢献し，相互に補完するような多
中心的でダイナミックな枠組みを構想することに
なった。そのために，すべての利害関係者が合意
できるような規範的枠組みと実際的なガイダンス
が必要とされた。それは，現在の国際人権保障の
枠組みを前提に，害悪を防止し，実際の救済を与
えることができる追加的方法を考え出すことであ
った。

４．国連指導原則はどのように作られた
のか

国連指導原則は，ラギーと彼が集めた専門家チ
ームによって準備され，起草された。そのリーダ
ーシップと独創性のゆえに，国連指導原則は，ラ
ギー原則とも称される。ラギーは，以前にもコフ
ィ・アナン国連事務総長のもとで，グローバル・
コンパクトを立案する作業を担ったことがあっ
た。

前述したように人権小委員会が採択した〈規範〉
を無視した人権委員会は，2005年，超国家企業そ
の他のビジネス活動と人権の問題について，国連
事務総長に特別代表を指名して報告書を提出させ
るという決議を行った。ただし，その決議が与え

た任務は，何らかの規範を設ける作業ではなく，
ビジネスと人権に関わるいくつかの課題を「特定
し，明らかにする」ということでしかなかった。
そしてアナン国連事務総長（当時）は，ラギーを
その特別代表に指名した。この当時の状況を，ラ
ギーは，一方にはNGO，他方には企業が対立と
論争を繰り返し，行き詰まりの状況であったと述
べている。

その後のラギーの特別代表としての作業は，３
つの段階で進んでいった。

第１段階は，人権理事会が2005年にラギーに対
して最初に与えた控え目な任務，「特定し，明ら
かにする」という調査業務であった。その対象は，
超国家企業その他のビジネス活動に関して，⒜そ
の人権に関する責任，⒝規制や裁定を行う国家の
役割，⒞「共犯関係」（complicity）と「影響力を
及ぼす範囲」（sphere of influence）の概念（そ
れらは〈規範〉などで従来用いられてきた），⒟
人権に対する影響評価（impact assessments）を
行う方法，⒠国家や企業が行う最良実践の概要，
であった。前述の行き詰まりとも言える対立の中
で，人権理事会がラギーに求めたのは，まず問題
状況を整理させることだった。

この任務に対し，ラギーは，単にビジネスと人
権をめぐる国際法や国際人権法をめぐる概念上の
問題だけでなく，多国籍企業による実際の人権侵
害や対応の実例や傾向を精力的に調査，分析し，
さまざまなテーマについて2006年から2007年にか
けての７件の報告書を人権理事会に提出した。そ
れらの報告書の中で，ラギーは，過去に激しい論
争の的となった多国籍企業に国際法上の義務を課
そうとする試みの問題点を検討し，他方で主要企
業がすでに進めている自発的なCSRイニチアティ
ブの内容や問題点を分析していった。そしてその
作業の最初に，ラギーは，国連人権委員会で激し
い論争につながった前述の〈規範〉に対し，それ
を理論的に批判する「規範殺戮（Normicide）」
を行って，新しい観点から任務を始めることを明
らかにしたという。

その上で，第２段階は，2005年の任務に併せて
含まれていた勧告を行うことだった。そしてラギ
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ーは，2008年の人権理事会に，「保護，尊重そし
て救済：ビジネスと人権のための枠組み」（〈枠組
み〉）を提出した。人権理事会が具体的な勧告を
求めていたのに対し，ラギーが人権理事会に求め
た勧告は，たった一つ，〈枠組み〉を支持せよと
いうことだったという。この〈枠組み〉の内容に
ついては，次節で述べる。人権理事会は，この

〈枠組み〉を歓迎し，ラギーの任務を拡大して，
〈枠組み〉を実施するための「見解及び具体的か
つ実際的な勧告」を行うように求めた。

第３段階のラギーの作業は，〈枠組み〉を「具
体的かつ実際的な勧告」にせよという人権理事会
の求めに応じて，「指導原則」の考案に邁進する
ことになる。そして2011年，ラギーは，最終報告
書として前述の国連指導原則を人権理事会提出
し，全会一致の推奨を受けることになった。ラギ
ーが，〈枠組み〉や国連指導原則について，対立
を繰り返してきた市民社会とビジネス社会からの
指示をどのように獲得し，そして人権理事会での
全会一致の推奨を得ることに成功したのか，その
戦略や苦労は，ラギー自身の著書（『正しいビジ
ネス』）で「戦略上の６つの道程」として詳しく
語られている。

国連指導原則は，現在までにその影響力を驚異
的に拡大させている。まず国連では，国連指導原
則を実施するために５名の専門家からなる「人権
と超国家企業その他のビジネス活動に関する作業
部会」（作業部会）が設置され，国連人権高等弁
務官事務所とともに，さらなる調査や利害関係者

（stakeholders）との協議を実施している。国連
人権理事会は，その決議によって，国連の諸機関
が政策や手続の策定や実施において，国連指導原
則を適用することを勧告している。

それ以上に国連指導原則の影響力を大きなもの
にしているのは，国連指導原則やその基礎となる

〈枠組み〉の全部または一部が，他の国際機関，
各国そして影響力の強い民間の基準設定機関によ
って広範に取り込まれていることである。そうし
た機関には，経済開発協力機構（OECD），国際
金融公社（IFC），欧州連合（EU），国際標準化
機構（ISO）などが含まれている。また，東南ア

ジア諸国連合（ASEAN）などの新興国において
も，国連指導原則を取り込むための研究が進んで
いる。

５．国連指導原則は何に取り組まなけれ
ばならなかったのか

ラギーは，国連人権理事会から与えられた任務
のもとで，膨大な調査や，国家，ビジネス団体，
市民社会と協議を重ね，多国籍企業と人権をめぐ
るいくつかの特徴を導き出していった。

【ビジネス活動が及ぼす人権への有害な影響】
まず，ラギーの調査が明らかにしたのは，多国

籍企業のグローバルな活動が有害な影響を与えて
いる傾向と相互関係である。それは，第一に労働
分野の人権だけではなく，非労働分野の広範な人
権一般にも有害な影響を与えているということ，
労働者と地域社会が同程度に影響を被っているこ
と，被害の申告は北アメリカやヨーロッパを除く
地域に圧倒的に多く存在したが，それは被害申告
を実効的に処理する機関が存在しないことに起因
すると考えられること，そして被害の形態は企業
の直接の人権侵害だけでなく企業が関係する第三
者との共犯関係にあるものも少なくないというこ
とであった。

ここで広範な人権一般という場合，そこには，
後に説明する国際人権章典に含まれるような，市
民的及び政治的な権利や，社会的，経済的及び文
化的な権利を意味している。人権は本来各国の憲
法の下で，国家の行動を規制する概念そして国家
に一定の行動を要求する概念として発展してき
た。同時に各国の憲法の中では，国家の保護義務
や憲法の私人間効力という考え方の下に，私人の
間での権利の侵害を人権の問題として捉えて，国
家が一定の行動をとることを求めている。さらに，
国際人権法のもとでは，人権条約が個人や集団に
対して保障する人権について，私人間で発生する
侵害についても国家が一定の行動を取るように義
務づけている。そうした意味において，国際人権
法が保障する各種の権利は，私人の間でも侵害さ
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れてはならない人権として考えることができる。
ラギーの調査が明らかにしたのは，企業の活動が
有害な影響を与える人権は，労働条件や労働者の
団結権などの労働に関係する権利だけではなく，
生命，拷問禁止，プライバシー，各種の自由，生
活・健康・住居，教育や文化そして平等など，人
権一般に関係するということであった。さらに，
企業活動が受入国政府による市民に対する弾圧な
どに関わる共犯関係が存在する場合，影響を与え
る人権は，政治活動の自由や公正な裁判を受ける
権利など，国家が義務を負うべき人権一般に及ぶ
ことになる。

こうした特徴からは，企業が配慮すべき人権の
種類や対象を限定して，限定された人権について
のみ遵守を求めることは，実際上意味が少ないこ
とになる。

【国家による企業に関する政策】
ラギーが次に着目したのは，国家が企業による

人権侵害について実施している政策の現状であ
る。つまり，国家は人権のために企業に対して働
きかける政策の領域があるにもかかわらず，それ
がなされていない。それを実施する方法としてラ
ギーは，企業文化の醸成，政策の連携，そして国
際レベルで効果的な助言と支援を行うべきことを
提唱する。

企業文化の醸成とは，証券取引所への情報開示，
株主の活動の規制や取締役の責任，あるいは企業
の刑事責任の判断において，人権の尊重を制度的
に組み込むことなどを意味する。

また，国家が人権に関する政策を実施する際に
は，実施段階のことを考えないまま対外的に人権
の公約を行う「垂直型」の矛盾や，企業の海外進
出を担う複数の官庁が，国家全体の人権に関する
義務を考慮することなく，貿易，投資促進，開発，
外交などの実務を進めてしまうという「水平型」
の矛盾がある。これは，投資の受入国において自
国の将来の公共政策を考慮することなしに，厳し
い安定化条項や国際仲裁条項を含む投資条約や投
資契約を締結する場合などに現れる。あるいは投
資の原籍国においても，政府が進出する企業に輸

出や投資に関する保証や資金提供をする場合に，
そうして信用供与が原籍国の公的機能を担ってい
るにもかかわらず，受入国の人権に対する影響が
考慮されていないことに現れる。こうした点にお
いて，人権に関する政策の連携が必要とされる。

さらに国家は，人権条約機関や国連人権高等弁
務官事務所などの人権に関する資源や情報を利用
しながら，海外に進出する企業に対して，困難な
問題や成功事例についての助言や支援を行うこと
が可能であるし，必要とされる。

【紛争地域における企業の行動】
ラギーがビジネスと人権に関してもっとも深刻

な事態と考えたのが，紛争地域における企業の行
動である。暴力の発生，統治制度の崩壊，法の支
配の欠落という特殊な状況では，通常の人権のた
めのシステムは機能せず，特別な政策の立案が必
要となる。紛争に対しては，国連安全保障理事会
のシステムがあるが，それが十分に機能していな
いもとでは，紛争地域において企業が人権侵害に
関与することを防止するための積極的な政策が必
要となる。

また，国際法は，すでに，集団殺害犯罪，人道
に対する犯罪，戦争犯罪などの重大な国際犯罪に
関与した個人の責任を追及するための国際刑事裁
判所（ICC）のシステムが存在する。そして，
ICCを設立した条約であるICC規程の締約国をは
じめとして，少なからぬ国家において，重大な国
際犯罪に関与した個人や法人の刑事責任を追及す
る国内法が存在する。また，米国の外国人不法行
為法（ATS）など，国際犯罪に関与した個人や
法人に巨額の民事責任を認めるシステムも存在す
る。ビジネスと人権の問題を考えるためには，企
業がそのような国際犯罪と共犯関係を持たないよ
うにするための枠組みも必要となる。

６．国連指導原則は何を求めているのか

【国連指導原則の基礎となる〈枠組み〉】
国連指導原則については，それに付された注釈

も含めて，すでに日本語でも利用可能なものとな

31ビジネスと人権：国連指導原則は何を目指しているのか。



っている。また，国連指導原則を論じ，あるいは
利用する文献も国内で蓄積されつつある。

2011年に発表された国連指導原則のタイトルの
副題に，「国連の『保護・尊重・救済』の枠組み
を実施する」とあるように，国連指導原則の土台
には，2008年に発表された〈枠組み〉が存在する。

〈枠組み〉は，次の３つの核となる原則から構成
される。

⑴ 人権を保護する国家の義務：国家は，ビジ
ネス活動を含む第三者による人権侵害に対
し，適切な政策，規制及び裁判を通じて保護
する義務がある。

⑵ 人権を尊重する企業の責任：企業は，ビジ
ネス活動が他者の権利を侵害することを回避
するデューデリジェンスを以て活動し，自ら
が関係する不都合な影響に取り組むべき責任
がある。この責任は，国家の義務とは独立に，
そして補完的に存在する。

⑶ 救済措置への容易なアクセス：以上の国家
の義務や企業の責任を果たすためには，人権
侵害の被害者が，効果的救済を受けるための
司法的及び非司法的な手段，特に苦情処理メ
カニズムに容易にアクセスできることが重要
である。

その上で，〈枠組み〉を「具体的かつ実際的な
勧告」にせよという人権理事会の求めに応じて，
ラギーが提出した国連指導原則は，31項目の原則
から成っている。そのうち，最初の10項目は国家
の義務を取扱い，続いて14項目は企業の責任を，
そして残りの７項目は救済へのアクセスを取り扱
う。それらは，いずれも，まず基本となる原則を
示し，その上で運用上の原則を示すという形を取
っている。（　）内の数字は，該当する原則の番
号を示している。

【人権を保護する国家の義務】
人権を保護する国家の義務は，国家がその領域

内や管轄内においては，第三者による人権侵害か
ら個人や集団を保護しなければならないという義

務を基本としている（１）。保護をするというこ
とは，人権侵害に対してそれを防止し，犯罪の場
合には捜査・処罰し，または救済するための法や
政策を持って実施することを意味する（１）。そ
のことから，その国に本拠を持つ企業についても，
企業に人権を尊重させるためのさまざま法や政策
を実施すべきことになる（２，３）。また，そう
した法や政策を実施するためには，すべての政府
関係機関にもその義務を確実に実施させる必要が
あり，国家の政策としての一貫性を確保すべきこ
とになる（８）。

以上一般的な措置と併せて，国連指導原則では，
いくつかの特別な分野における原則も示されてい
る。それは，まず公営企業や信用付与など公的な
援助を受ける企業には，人権デュー・ディリジェ
ンスを含む追加的な措置を求めるべきだというこ
と（４）。また，国家が民間委託や調達などため
に企業と契約する場合には，人権に関して相手企
業に対する監督や人権尊重の奨励を行うこと（５，
６）。国家が海外からの投資を受け入れる場合に
は，人権のための将来の国内政策が，投資協定や
投資契約によって妨げられないようにすること

（９）。そして，国際機関に参加して行動する場合
に国家は，人権のための他の加盟国の行動を妨げ
てはならず，国際機関が人権のための支援を行う
のを奨励すること（10）。

さらには，紛争の影響を受けた地域において操
業する企業についての義務もある。すなわち，国
家は，企業が紛争の影響を受けた地域で重大な人
権侵害に関わることのないように支援を提供する
反面，それを無視する企業に対しては支援などを
拒否すべきことになる（７）。

ここで注目すべきなのは，国連指導原則が取り
扱う国家の義務は，これまでしばしば議論されて
きた国内における人権の保護義務にとどまらない
ことである。国家の人権保護義務のもとで要請さ
れる政策は，企業の国外における活動にも向けら
れている。自国を原籍国とする企業の海外での活
動を人権の観点から規制すること，企業に与える
輸出信用や投資の保険・補償などのサービスを人
権に関係させること，あるいは投資の受入国の立
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場からも投資協定や投資契約によって公共政策の
手足が縛られることを防ぐこと，また，国際機関
における活動の原則など，ビジネスや投資が国境
を越えて活動する現実に対応する政策の原則が示
されている。ただし，国家が企業の国外における
活動を規制する政策を実施しようとする場合に
は，一国の政策の域外適用が国際法上どこまで認
められるのかという問題に直面せざるを得ない。

【人権を尊重する企業の責任】
人権を尊重する企業の責任に関する原則は，国

連指導原則の中でもっとも重要な核をなすとされ
ている部分である。そして，ビジネス活動に対し
て人権の観点からどのような政策をとるべきなの
かについて，国際法による直接の規制を行うべき
だとする立場と，企業や企業団体の自発的なイニ
シアティブに委ねるべきだとする立場とが，激し
く対立してきたことはすでに触れたとおりである。

国連指導原則は，人権を尊重する企業の責任を
基礎において，その上に企業が従うべきさまざま
人権のための施策を述べていく（11）。その責任
の基本は，他者の人権侵害を回避することと，人
権に有害な影響が生じた場合の対処を意味する

（11，13）。ここで企業が基準とすべき人権は，最
低限，国際人権法の中で国際人権章典といわれる
ものと「労働における基本的原則及び権利に関す
るILO宣言」である（12）。国際人権章典とは，一
般に世界人権宣言と２つの国際人権規約（市民的
及び政治的権利に関する国際規約（自由権規
約）・経済的，社会的及び文化的権利に関する国
際規約（社会権規約））を意味する。ILO宣言

（‘ILO declaration on Fundamental Principles
and Rights at Work’（1998））には，労働者の基
本的権利として，⒜結社の自由及び団体交渉権の
効果的な承認，⒝あらゆる形態の強制労働の禁止，
⒞児童労働の実効的な廃止，⒟雇用及び職業にお
ける差別の排除があげられている。

そして，人権を尊重する責任を果たすために企
業が取るべき施策として例示されているのは，⒜
人権尊重責任を果たすという方針を持って公表す
ること（コミットメント），⒝人権デュー・デリ

ジェンスの実施，⒞発生・助長させた人権への有
害な影響の是正である（15）。これらの３つの施
策については，さらに詳しい説明が加えられてい
る（16から22）。

企業の責任についての諸原則の特徴の第一は，
企業活動の実情に即して設計されているという点
にある。グローバルな操業を行う企業は，決して
単一の会社ではなく，さまざまな所有形態や法的
には独立の会社組織グループなどの組合せで存在
する。そのためこれらの諸原則は，企業の規模，
業種，事業状況，所有形態及び組織構造に関わら
ず適用される（14）。また，国連指導原則は，企
業が他社への人権侵害を回避するための中心的な
手段として，人権デュー・デリジェンスを提唱し，
企業ですでに実施されている幅広いリスク管理シ
ステムの中に取り込むための効果的な実施方法を
説明する（17から21）。それによって，企業自身
の活動のみならず，そのバリューチェーンやサプ
ライチェーンにおいて，人権に有害な影響を与え
る可能性があるか，適切に対処されているかを，
企業は確認することになる。また，国連指導原則
は，複数の人権への有害な影響に対処するために
必要な場合には，優先順位をつけることも否定し
ていない。その場合には，最も深刻な影響がある
場合や後の是正が不可能となる影響への対応を優
先することを認めている（24）。

もう一つの重大な特徴は，国家の義務について
指摘したのと同様に，これの諸原則が，複数の国
家や法域にわたって操業する多国籍企業あるいは
グローバル企業を念頭に設計されていることであ
る。人権に関する制度や実施状況は，国家や法域
ごとに，異なることが多い。時には，企業の原籍
国で当然期待されている人権の尊重を行うことが

（例えば，労働者の団結権の保障），受入国では制
度として禁止されている（労働組合結成の禁止）
こともあり得る。そうした矛盾した状況への対応
としては，とにかく現地の制度に従うということ
もあり得る対応である。しかし，国連指導原則は，
現地の法と国際人権の要請が矛盾する場合には，
後者を尊重する方法を追求すること，そして現地
の法にかかわらず重大な人権侵害に関するリスク
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は法令遵守の問題として扱うこと示している
（23）。

【救済措置への容易なアクセス】
国連指導原則は，国家の保護する義務の一つと

して，人権侵害が発生した場合の実効的な救済へ
のアクセスを，「司法，行政，立法またはその他
のしかるべき手段を通じて」行うことができる措
置をとるべきことを導き出す（26）。その救済の
ためのメカニズムには，既存の司法メカニズム

（27），国内人権機関やオンブズマンなどの非司法
的苦情申立メカニズム（28）など国家が関与する
制度に加えて，非国家的な苦情申立メカニズム

（28）を挙げて，それを促進することを国家に義
務づける。非国家的な苦情申立メカニズムとして
国連指導原則が想定するのは，一方で企業レベル，
業界団体レベル，あるいは多数の利害関係者が関
与するものなどの民間の苦情申立メカニズム，他
方で，地域的及び国際的人権諸機関である。

さらに国連指導原則は，企業や業界団体は実効
性のある苦情申立メカニズムを設けるべきである
として（29，30），その実効性を確保するための
要件を提示する（31）。その要件としてあげられ
ているのは，制度の正当性，アクセス可能性，手
続と結果の予測可能性，公平性，国際人権との適
合性，被害防止・制度改善への教訓としての活用，
利害関係者との協議と対話である。

ここで国連指導原則が強調するのは，民間の苦
情申立メカニズムの設置と実効的な運営である。
そのような苦情申立メカニズムは，２つの重要な
機能を果たすとされる（29の注釈）。第一に，ビ
ジネス活動によって人権への有害な影響が生じた
場合に，それを早期かつ自ら直接的に是正する機
会を与えられ，苦情や紛争がエスカレートするこ
とを防止できるというものである。第二に，企業
が実施する人権デュー・デリジェンスにおいて，
人権への有害な影響を発見・特定するのに役立つ
ということである。

７．国連指導原則には法的拘束力がある
のか

国連指導原則は，どのような力を持つ文書とし
て位置づけることができるのか。

国連指導原則は，しばしば「法的拘束力のない
国際文書である」と言われる。このような評価は，
国連指導原則自身が，「新たな国際法上の義務を
創設するものと解釈されてはならない」（一般原
則）という意味においては正しい。国際法上の義
務，すなわち法的拘束力は，ある規範が国際慣習
法として確認された場合，あるいは条約の締結に
よって国家が拘束に同意した場合にのみ生ずるの
が原則だからである。国連指導原則は，国連人権
理事会の全会一致の決議によって歓迎されたとは
いっても，そのような国際法となる手続は踏んで
いない。しかし，国連指導原則が法的拘束力や，
それに違反した場合に法的帰結と無関係である，
あるいは他にも数ある国連機関の決議や報告書な
どと同じように実際には無視されてしまうものだ
と考えるとしたら，そこには大きな誤解がある。

【法的義務としての「人権を保護する国家の義務」】
第一に，「人権を保護する国家の義務」は，す

でに存在する国際慣習法や条約から導き出すこと
ができる法的義務である。国連指導原則は，その
ような国家の国際法上の法的義務を，ビジネスと
人権という文脈において具体化したものである。
このことは，国連指導原則が，前述の新たな義務
を創設するものではないと述べたのに続けて，

「国家が，人権に関する国際法のもとですでに受
け入れまた従っている，いかなる法的義務をも制
限しまたは損なうものと解釈されるべきではな
い」と述べている部分にも示されている。もちろ
ん，「人権を保護する国家の義務」から，国連指
導原則に記載された国家の義務をすべて導くこと
ができるかどうかには，解釈の争いがありうるか
もしれない。しかし，その点では，国連人権理事
会が国連指導原則を全会一致で歓迎し，その解釈
を承認した意味は大きい。
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国家は，国際慣習法や人権条約により，その領
域内や管轄権の及ぶ範囲の人（個人，法人，集団）
に対して人権を保障する法的義務を負っている。
人権を保障するということの中には，一般に「尊
重」，「保護」，「充足」の義務が含まれていると考
えられている。「尊重」とは，公務員の拷問を禁
止するなど国家自身が人権を侵害しないことであ
り，これは後述する企業の尊重する責任と同じ内
容である。「保護」の義務とは，社会内での差別
を防止するなど国家以外の第三者による人権侵害
を防止し，また救済することであり，国家はその
ための政策を実施しなければならない。「充足」
とは，生活水準や健康の保障のように人が人権を
享受するための制度や資源を提供していく義務で
ある。このような人権を保障するための国家の義
務は，それぞれの国で法や制度を設けるという国
家の公共政策として実施される。そして国連指導
原則は，国家がビジネスと人権に関して取るべき
公共政策の内容を明らかにしている。

【実践的なガイダンスとしての「人権を尊重す
る企業の責任」】

第二に，国連指導原則が「人権を尊重する企業
の責任」や「救済のアクセス」において企業につ
いて述べている規範は，確かに法的義務を負って
いる国家の場合とは区別される。国連指導原則は，
企業に対してそのような国際法上の法的義務を直
接に課すことを意図していないし，国際法となる
ための手続も踏まれていない。しかし，それでは
そうした企業に関する規範は，自発的CSRイニシ
アティブと同じように，企業に対して努力目標と
して任意の実行を期待している社会的規範にすぎ
ないのかというと，決してそうではない。

まず，「人権を尊重する企業の責任」は，各国
の国内法によって法的義務となっている場合があ
る。これは実際に企業が操業を行う地域を管轄す
る国家の法令（現地法）だけではなく，企業の原
籍国や企業が証券取引など何らかの関わりを持つ
国家における域外適用の法（域外適用法）として
存在する。例えば，米国では，内戦の続くコンゴ
民主共和国の紛争鉱物利用を規制するために，サ

プライチェーンにおける紛争鉱物利用の有無の調
査と開示を，上場企業に義務づけた（ドッド・フ
ランク法1502条，2013年施行）。企業は，そのよ
うな既存の法令に違反することによって，各種の
資格の停止，民事賠償責任あるいは刑事責任を課
される可能性がある。前述の「人権を保護する国
家の義務」は，まさにそのような国内政策の実施
を，すべての国家に対して義務づけている。そし
て，企業の人権侵害に関して各国の国内法が適用
される可能性は，グローバルに拡大したバリュー
チェーンやサプライチェーン，さらには提供する
商品やサービスが与える影響を考えれば，完全に
予測することは困難である。さらには，国連指導
原則が誕生したことによって，各国政府が，自ら
の義務を実施するために，企業の海外での活動を
規制していくための法制度を設けていくことが考
えられる。そのような完全な予測が困難な法的帰
結に備えるために，そして直ちには法的帰結には
結びつかなくても市民社会が企業に対して抱いて
いる期待，すなわち社会的規範に対応するために
も，企業は，国家や市民社会が共通に持っている
規範に従って行動していることを確実に示す必要
がある。それが，「人権を尊重する企業の責任」
であり，企業は，そのビジネス活動が与えている
人権への影響を，人権デュー・デリジェンスなど
の方法を通じて「認識し」，それに対応している
ことを「示す」ことが必要となる。

また，民間人の行為を直接に規制する国際法も
存在する。すでに触れた国際刑事裁判所（ICC）
は，一定の重大な国際犯罪に関与した個人を訴追
して裁く権限を持っている。ICCは，その個人の
国籍国がICC規程の締約国ではない場合であって
も，犯罪が行われた国が締約国である場合や国連
安保理の付託がある場合には，その個人を訴追し
て裁くことができる。もちろんICCは，法人を裁
くことを認められていないが，企業が紛争地域に
おいて，国際犯罪を行う武力勢力と共犯関係にあ
ると認められる場合には，企業の現地責任者や経
営者が，国際刑事責任に直面することになる。ま
たICC規程は，そのような国際犯罪を裁く第一次
的な責任を締約国に委ねていることから，ヨーロ
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ッパ諸国を中心として国内での処罰規定が存在す
る。そうした国内法には，個人のみならず法人の
刑事責任を問うものもある。

企業活動の国際法違反の責任を問うものとして
しばしば被害者が用いてきたのは，米国に存在す
る外国人不法行為法である。これは，外国人が国
際法違反の不法行為を理由に米国の連邦裁判所で
訴訟を提起することを認める法律であり，この法
律の下で外国の元首のみならず多くの企業に対し
訴訟が提起されてきた。ただし，2013年の連邦最
高裁の判決によって，訴訟が米国の「領域に影響
し，関係する」ことが必要とされるようになり，
外国企業に対する訴訟は制限されるようになった

（Kiobel v. Royal Dutch Petroleum Co., 133 S.Ct.
1659，17 April 2013）。しかし，そのような要件
を満たすかもしれない企業は，引き続きこの訴訟
を受けるリスクを抱えている。

もちろん企業は，人権侵害に関わったとみなさ
れることによって，消費者によるボイコット，株
価の下落，社会的責任投資の引き上げなどさまざ
まな社会的リスクに直面することになる。しかし
企業が抱えるリスクは，以上に述べてきたような，
予測困難な法域の国内法や国際法による制裁とい
う法的リスクにも直面することになる。そうした
リスクや，問題のエスカレートを回避する唯一の
方法は，企業が，企業活動が影響を及ぼすすべて
の分野で，国際社会が受け入れてきた人権が侵害
されていないかどうか「認識し」，それに対応す
るための措置を取っていることを「示す」ことで
しかない。国連指導原則が，「重大な人権侵害を
引き起こしまたは助長するリスクを法令遵守の問
題として扱う」（23⒞）としているのは，決して
理想論ではなく，現実に必要とされる対応なので
ある。

結局のところ，国連指導原則に示された「人権
を尊重する企業の責任」や「救済のアクセス」に
関する措置は，企業がグローバルな活動の中で直
面する社会的・法的リスクに対応するための，き
わめて実践的なガイダンスとなっている。

【国家の義務と企業の責任との関係】
すでに述べたように，国家は，国際慣習法や人

権条約のもとで，ビジネスと人権に関する一定の
公共政策を行うことが義務づけられている。これ
に対して，国連指導原則が企業に求めているのは，
企業がそのような公共政策を行うことではない。
求められるのは，人権を尊重する責任，すなわち

「企業が他者の人権を侵害することを回避し，自
らが関係する人権への有害な影響に対処すべきこ
と」である（11）。このことは，人権を保障する
ための公共政策を行うことが，企業に求められて
いるわけではないことを意味する。企業は，ビジ
ネス，すなわち経済的な機能を実行するために設
けられた組織であって，国家のように公共政策を
実施するための組織ではない。他方で，国家の公
共政策が，その領域や管轄の範囲を対象とするの
に対して，企業の責任は，そのグローバルな活動
に伴って，人権に有害な影響を与えるすべての場
所と人々について生じることになる。

国家の義務と企業の責任との関係が問題となる
典型的なケースは，ビジネス活動の受入国で人権
を保障する政策が十分に実施されておらず，さら
には政府が人権侵害を行っているような受入国に
おける，多国籍企業の活動である。そうした状況
において企業は，人権保障政策を実施しない政府
に代わって自ら人権保障政策を行う義務や責任を
期待されるわけではない。しかし，自らの企業活
動が人々の人権に有害な影響を与えないようにす
ること，さらには人権を侵害する現地政府の活動
に加担しないようにすることが，人権を尊重する
責任として求められる。その意味で，企業の責任
は，現地の国家の義務とは独立したものとして存
在する。たとえ，現地の国家の政策が，現地の労
働者，地域社会，消費者に対する保護を実施して
おらず，あるいはその人権を侵害するような政策
への協力を企業に義務づけているとしても，企業
は，自らの規範として人権への有害な影響を回避
するための可能な限りの行動を取る責任を負って
いる。

このような国家の義務と企業の責任との間の独
立性は，多国籍企業の原籍国の政府との関係にお
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いても妥当する。原籍国の政府は，人権を保護す
る国家の義務の一環として，人権に関する企業に
対する政策を実施すべきこと，特に重大な人権侵
害のリスクを持つ紛争影響地域などでのビジネス
活動に関する支援を行うべきとされる。しかし，
原籍国の政府が，いまだそのような政策を実施し
ていないとしても，企業は自らの人権を尊重する
責任に従った行動をすることが求められる。

このように「人権を保護する国家の義務」と
「人権を尊重する企業の責任」とは，その性格，
根拠，内容そして射程範囲などにおいて，まった
く異なる概念である。しかし，それらが相互に補
完し合うことによって，ビジネスが人権に与える
有害な影響を防止し，早期の救済を与えるという
システムが存在することになる。

さらに，すでに論じたような原理上あるいは実
際上の諸問題があるにもかかわらず，ビジネス活
動を条約などの国際法によって直接または間接に
規制しようとする意見や試みは，引き続き存在し
ている。ラギー自身も，紛争影響地域におけるビ
ジネス活動については，一定の基準が国際的合意
によって設定されることの必要性を指摘している。

８．国連指導原則を実施させるための市
民社会の役割

国連指導原則が目指しているのは，国連指導原
則を基礎として，政府と民間（企業と市民）をは
じめとする多数の利害関係者（マルチ・ステーク
ホルダー）が，同じ方向に向けてそれぞれ異なる
役割から貢献し，相互に補完するような多中心的
でダイナミックな政策や行動を進めて行くことで
ある。そこでは，国際法や国内法，ビジネス団体
や個別企業が設定するCSRの指針，ビジネス活動
に対する市民社会の期待など，企業に適用される
法的規範と社会的規範が多くの過程を通じて実現
されていくことになる。

そのために国家や企業が取るべき措置は，国連
指導原則の内容としてすでに紹介したとおりであ
る。しかし，その実施を政府や企業の自発性に委
ねるだけでは，容易に実現できないことはいうま

でもなく，そこで必要とされるのは，市民社会に
よる監視と行動である。つまり，人権への有害な
影響を受ける人々，ビジネス活動が関わるすべて
の地域の地域における市民活動のネットワークな
ど，市民社会が，国連指導原則を基礎とした監視
や是正要求，そして政策提言を行うことである。

実際には，人権を保護する国家の義務として掲
げられた措置について，市民社会は，政府がすで
に実施しているものと不足しているものを洗い出
し，必要とされる法や政策の実施を政府に対して
求めて行くことができる。そのために，政府，ビ
ジネス社会そして多数の利害関係者が，既存の政
策における過不足について協議を行い，共通の認
識を持つことを可能にする場を設けることが重要
となる。

人権を尊重する企業の責任を，個々の企業に実
施させるために，市民社会ができることは少なく
ない。まず，指導的な企業において，国連指導原
則において求められる措置，例えば人権に関する
方針のコミットメント，人権デュー・デリジェン
スの実施，権への有害な影響の是正システムがど
のように実施されているのかを調査し，その結果
を公表すると共に，不足する企業に対して実施の
申し入れを行うことがある。実際に，国内のみな
らず海外で人権に対する有害な影響を発生させた
企業については，その有害な影響と原因を調査し
て告発し，必要に応じて責任を追求する活動を，
市民社会は行うことができる。同時に，その企業
が国連指導原則で要求される施策を実施している
のか，どのように実施しているのかについて，協
議と改善を求める活動が必要となる。

日本においては，政府は，ビジネスと人権につ
いて，いまだ国連指導原則に沿った包括的な政策
を実施していない。企業においても，国連指導原
則を意識してそれを取り込んだ人権施策を実施し
ているものは，ごく一部に限られる。そうした政
府や企業に対して，国連指導原則に沿った防備が
なされていないことが，人権の有害な影響を受け
る人々だけではなく，ビジネスの持続可能性にと
っても大きなリスクとなることを理解させること
も，市民社会の大きな役割の一つである。
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